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Ⅰ 置賜広域行政事務組合の財務書類の公表について 

 

１ 地方公会計制度の概要 

統一的な基準に基づく財務書類は、原則として平成２７年度から平成２９年度までの３年

間ですべての地⽅公共団体において作成するように要請されています（平成２７年１月２３

日付総務大臣通知「統一的な基準による地⽅公会計の整備促進について」より）。これを受

け、本組合では平成２８年度決算より統一的な基準による財務書類４表（貸借対照表、行政

コスト計算書、純資産計算書、資金収支計算書）を作成しています。 

 

２ 置賜広域行政事務組合の取り組み 

本組合では、平成２７年度決算から「統一的な基準」により、固定資産台帳の整備を行い、平

成２８年度決算から財務書類を作成しました。統一的な基準による財務書類は、住民にとっ

て本組合の財務状況を他団体と比較判断する材料にもなります。 

本組合としては、財務書類から現金の取引情報にとどまらず資産や負債の状況も把握でき

るようになることで、財務状況の特徴や課題を明らかにし、より健全な財政運営を推進する

ためにも、実用性の高い公会計整備に取り組みます。 

 

３ 作成基準日 

作成基準日は、各会計年度の最終日となります。今回の令和５年度決算分では令和６年３

月３１日となります。なお、地方公共団体に設けられている出納整理期間（翌年度４月１日

から５月３１日までの間）の収支については、基準日までに終了したものとみなして取り扱っ

ています。 

 

４ 作成対象とする範囲 

置賜広域行政事務組合 会計区分 

一般会計 

                  一般会計等 

消防特別会計                     連結会計 

         山形県市町村職員退職手当組合 

※ この説明資料では、本組合の実態により近い数値である連結財務書類を用いています。 

 

 

 

 

 

- 1 -



連結資金収支計算書 （単位：円）
科目名 令和５年度

【業務活動収支】 1,295,489,253
  業務支出 4,902,872,278
  業務収入 6,198,361,531
  臨時支出 -
  臨時収入 -
【投資活動収支】 △ 1,311,193,705
  投資活動支出 1,440,805,070
  投資活動収入 129,611,365
【財務活動収支】 24,481,053
  財務活動支出 757,618,947
  財務活動収入 782,100,000
本年度資金収支額 8,776,601
前年度末資金残高 129,512,352
比例連結割合変更に伴う差額 5,059,869
本年度末資金残高 143,348,822

前年度末歳計外現金残高 1,574,794
本年度歳計外現金増減額 7,506,736
本年度末歳計外現金残高 9,081,530

本年度末現金預金残高 152,430,352

連結行政コスト計算書 （単位：円） 連結純資産変動計算書 （単位：円）
科目名 令和５年度 科目名 令和５年度

  経常費用 5,871,661 ,147 前年度末純資産残高 8,898,741,776

    業務費用 5,848,111,304   純行政コスト（△） △ 4,665,249,344

      人件費 2,270,436,059   財源 4,996,449,278

      物件費等 3,562,616,119     税収等 4,995,756,278
　　　　物件費 1,927,859,568     国県等補助金 693,000
　　　　維持補修費 822,003,084   本年度差額 331,199,934
　　　　減価償却費 812,753,467   固定資産等の変動（内部変動）
　　　　その他 -   資産評価差額 -
      その他の業務費用 15,059,126   無償所管換等 -
　 移転費用 23,549,843   比例連結割合変更に伴う差額 5,039,742
      補助金等 19,644,295   その他 -
      社会保障給付 20,048   本年度純資産変動額 336,239,676

      その他 3,885,500 本年度末純資産残高 9,234,981,452

  経常収益 1,225,208 ,958

    使用料及び手数料 902,742,346
    その他 322,466,612
純経常行政コスト 4,646,452 ,189
  臨時損失 22,079 ,740
    資産除売却損 22,079,740
　臨時利益 3,282 ,585
    資産売却益 3,282,585

純行政コスト 4,665,249 ,344

連結貸借対照表 （単位：円）
【資産の部】 令和５年度 【負債の部】 令和５年度

  固定資産 17,284,071,717   固定負債 7,347 ,158,109
    有形固定資産 15,097,399,931     地方債等 5,361,736,023
      事業用資産 11,785,695,916     長期未払金 -
      インフラ資産 13,395,200     退職手当引当金 1,975,618,886
      物品 20,299,080,621     損失補償等引当金 -
      物品減価償却累計額 △ 17,000,771,806     その他 9,803,200
    無形固定資産 2,393,232   流動負債 854,392,969
      ソフトウェア 2,393,232     １年内償還予定地方債等 667,549,204
      その他 -     未払金 -
    投資その他の資産 2,184,278,554     未払費用 -
      長期延滞債権 216,311     前受金 -
      基金 2,184,062,789     前受収益 -
      その他 -     賞与等引当金 171,320,635
      徴収不能引当金 △ 546     預り金 9,081,530
  流動資産 152,460,813     その他 6,441,600

    現金預金 152,430,352 負債合計 8,201 ,551,078

    未収金 30,680 【純資産の部】 令和５年度

    基金 -   固定資産等形成分 17,284,071,717
    棚卸資産 -   余剰分（不足分） △ 8,049,090,265
    その他 -

    徴収不能引当金 △ 219 純資産合計 9,234 ,981,452

資産合計 17,436,532,530 負債及び純資産合計 17,436 ,532,530

５ 財務書類間の相互関係図  

① 

③ 

② 

① 貸借対照表の資産のうち、「現金

預金」の金額は資金収支計算書の

本年度末現金預金残高と一致しま

す。 

② 行政コスト計算書の「純行政コ

スト」と純資産変動計算書の「純行

政コスト」と一致します（純行政コ

ストは純資産の減少要因となるた

め、純資産変動計算書上はマイナス

表記となります）。 

③ 貸借対照表の純資産合計の金額

は、純資産変動計算書の本年度純資

産残高と一致します。 
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Ⅱ 連結財務書類について 

 

１ 貸借対照表（基準日：令和６年３月３１日） 

地方公共団体の決算書は、１年間でどのような収入がいくらあり、その収入を何にいくら

使ったかという単年度の状況は把握できますが、現在どれだけの資産や負債があるのかとい

う情報は把握できません。 

この貸借対照表では、基準日現在でどれだけの資産や負債があるのかを把握できます。左

側の「資産の部」は、保有する資産の内容や額が記載してあります。右側の「負債の部」及

び「純資産の部」は、「資産の部」を形成するためにどのような財源措置をしてきたかを表

しています。 

「負債の部」は、今後負担すべき債務であることから、将来世代に対しての負担ととらえ

ることができます。一方で「純資産の部」は、今後負担する必要性のない資産、言い換えれ

ばこれまでの世代や現在の世代、または国、県が負担した分となります。 

  （単位：円） 

【資産の部】 金額 【負債の部】 金額 

 固定資産 17,284,071,717  固定負債 7,347,158,109 

  有形固定資産 15,097,399,931   地方債等 5,361,736,023 

   事業用資産 11,785,695,916   長期未払金 - 

   インフラ資産 13,395,200   退職手当引当金 1,975,618,886 

   物品 20,299,080,621   損失補償等引当金 - 

   物品減価償却累計額 △ 17,000,771,806   その他 9,803,200 

  無形固定資産 2,393,232  流動負債 854,392,969 

   ソフトウェア 2,393,232   １年内償還予定地方債等 667,549,204 

   その他 -   未払金 - 

  投資その他の資産 2,184,278,554   未払費用 - 

   長期延滞債権 216,311   前受金 - 

   基金 2,184,062,789   前受収益 - 

   その他 -   賞与等引当金 171,320,635 

   徴収不能引当金 △ 546   預り金 9,081,530 

 流動資産 152,460,813   その他 6,441,600 

  現金預金 152,430,352 負債合計 8,201,551,078 

  未収金 30,680 【純資産の部】 金額 

  基金 -  固定資産等形成分 17,284,071,717 

  棚卸資産 -  余剰分（不足分） △ 8,049,090,265 

  その他 -   

  徴収不能引当金 △ 219 純資産合計 9,234,981,452 

資産合計 17,436,532,530 負債及び純資産合計 17,436,532,530 

 

(1) 資産の概要 

本組合では、連結ベースで１７４億３，６５３万２，５３０円の資産を形成しています

（令和４年度決算から５億２８万４，５２０円増）。そのうち８６．６％は、廃棄物処理

施設、養護老人ホーム、広域交流拠点施設及び消防庁舎などの事業用資産や各施設設備や

消防救急車両といった物品などの有形固定資産です。 

増額の理由は、し尿受入施設整備事業に伴い建設仮勘定が増えたことによるものです。 
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なお、基金は２１億８，４０６万２，７８９円（うち山形県市町村職員退職手当組合分

として１３億８，０５９万６，８３４円）で、資産の１２．５％を占めています。 

 

(2) 負債の概要 

将来世代が負担する負債は、令和４年度決算から１億６，４０４万４，８４４円増とな

る８２億１５５万１，０７８円で、資産に対して４７．０％となっています。主なものと 

して地方債の６０億２，９２８万５，２２７円、退職手当引当金の１９億７，５６１万 

８，８８６円があります。 

 

(3) 純資産の概要 

純資産は９２億３，４９８万１，４５２円で、資産に対して５３．０％となっています。

この中で、余剰分（不足分）が８０億４，９０９万２６５円となっていますが、これは基

準日時点における金銭必要額を指しています。 

 

(4) 貸借対照表からわかること 

有形固定資産には１５０億９，７３９万９，９３１円が計上されており、そのうち２１億 

８，４０６万２，７８９円が基金で全体の１２．５％を占めております。このうち、８億

３４６万５，９５５円が本組合の基金であり、それ以外については、連結対象団体である

山形県市町村職員退職手当組合金によるものです。 

建設仮勘定については、３億３，７１８万６、０００円で全体の１．９％を占めております。

本年度については、し尿受入施設整備事業に伴い、前年度と比較し大幅に増加しました（令

和４年度 ６，１６７万２，０００円）。 

 

～用語解説～ 

 

資産････････････････過去の取引又は事象の結果として、報告主体が支配している経

済的資源をいいます。資産は、「固定資産」及び「流動資産」に

分類して表示します。 

固定資産････････････1年を超えて使用する財産をいいます。「有形固定資産」、「無

形固定資産」及び「投資その他の資産」に分類して表示します。 

有形固定資産････････有形の固定資産をいい、「事業用資産」、「インフラ資産」及

び「物品」に分類して表示します。 

事業用資産･･････････公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産を

指します。 

（例：庁舎、ごみ処理施設、し尿処理施設など） 

インフラ資産････････社会基盤となる資産をいいます。 

（例：道路、橋、公園、上下水道施設など） 

物品････････････････車輛、備品、美術品などです。 

無形固定資産････････無形の固定資産をいい、主にソフトウェアが該当します。 

投資その他の資産････有形・無形固定資産以外の固定資産をいい、有価証券、出資金、

出捐金、長期延滞債権、基金などが該当します。 

長期延滞債権････････滞納繰越調定収入未済の収益及び財源をいいます。 

基金････････････････流動資産に区分される以外の基金（減債基金、その他の基金）

です。 
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その他（投資その他の資産）･･･上記以外及び徴収不能引当金以外の投資その他の資産

です。 

徴収不能引当金（投資その他の資産）･･･長期延滞債権や長期貸付金等の金銭債権に対

する将来の取立不能見込額（不納欠損額）を見積もったものです。 

流動資産････････････通常1年内に現金化または費用化できる資産です。 

現金預金････････････手許現金や普通預金などです。 

未収金･･････････････現年調定現年収入未済の収益及び財源です。 

基金････････････････財政調整基金、減債基金です。 

棚卸資産････････････売却目的保有資産です。 

その他･･････････････上記以外及び徴収不能引当金以外のものです。 

徴収不能引当金･･････未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額

（不納欠損額）を見積もったものです。 

負債････････････････過去の取引または事象の結果として、報告主体が支配している

経済的資源を放棄もしくは引き渡す義務、またはその同等物をい

います。負債は「固定負債」及び「流動負債」に区分して表示し

ます。 

固定負債････････････負債のうち、貸借対照表日の翌日から起算して1年以内に返済期

日が到来しないものをいいます。固定負債は「地方債等」、「長

期未払金」、「退職手当引当金」、「損失補償等引当金」及び

「その他」に分類して表示します。 

地方債等････････････地方公共団体が発行した地方債のうち、償還予定が1年超のもの

です。 

長期未払金･･････････自治法第214条に規定する債務負担行為で確定債務とみなされる

もの及びその他の確定債務のうち流動負債に区分されるもの以外

のものです。 

退職手当引当金･･････将来の職員の退職に備え、期末自己都合要支給額を計上してい

ます。 

損失補償等引当金････履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公

共団体財政健全化法上、将来負担比率の算定に含めた将来負担額

を計上しています。 

その他･･････････････上記以外の固定負債です。 

流動負債････････････固定負債以外の負債を指し、「1年内償還予定地方債等」「未払

金」「未払費用」「前受金」「前受収益」「賞与等引当金」「預

り金」及び「その他」に区分して表示します。 

1年内償還予定地方債等･･･地方公共団体が発行した地方債のうち、1年以内に償還予定

のものです。 

未払金･･････････････基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金額

が確定し、または合理的に見積もりできるものです。 

未払費用････････････一定の契約に従い、継続して役務の提供を受けている場合、基

準日時点において既に提供された役務に対して未だその対価の支

払を終えていないものです。 

前受金･･････････････基準日時点において、代金の納入は受けているが、これに対す

る義務の履行を行っていないものです。 

前受収益････････････一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、基準日時点

において未だ提供していない役務に対し支払を受けたものです。 

賞与等引当金････････基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び法定

福利費です。 

預り金･･････････････基準日時点において、第三者から寄託された資産に係る見返負

債です。 

その他･･････････････上記以外の流動負債です。 
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２ 行政コスト計算書（令和５年４月１日～令和６年３月３１日） 

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書にあたるもので、行政運営にかかったコスト

のうち、例えば人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない行政サービスに

要したコストを表したものです。本組合の場合は、し尿、ごみ処理施設、養護老人ホーム施

設の管理運営及び広域消防業務等になります。また、実際に現金の支出を伴うサービスのほ

かに、減価償却費や退職手当引当金繰入額などの現金支出を伴わないコストも含みます。 

さらに、その行政サービスの提供に対する直接の対価である使用料や手数料といった受益

者負担がどの程度あったかを把握することができます。 

経常費用と経常収益の差額である純経常行政コストは、受益者負担以外の市町村税や地方

交付税（本組合の場合は税ではなく市町分担金）、国庫支出金・県支出金などで賄わなけれ

ばならないコストを表しています。 

こうしたコストを把握することは、組合の内部的には行政活動の効率性につながり、また、

単年度の資産形成支出の多寡にのみ着目せずに、長期的なコスト意識を醸成することにもつ

ながるものと考えられます。さらにこれらのコストに対し、使用料等がどうであったかを明

らかにすることもできます。 

 

 （単位：円） 

科目名 金額 

  経常費用 5,871,661,147 

    業務費用 5,848,111,304 

      人件費 2,270,436,059 

      物件費等 

      物件費 

      維持補修費 

      減価償却費 

      その他 

3,562,616,119 

1,927,859,568 

822,003,084 

812,753,467 

- 

      その他の業務費用 15,059,126 

移転費用 23,549,843 

      補助金等 19,644,295 

      社会保障給付 20,048 

      その他 3,885,500 

  経常収益 1,225,208,958 

    使用料及び手数料 902,742,346 

    その他 322,466,612 

純経常行政コスト 4,646,452,189 

臨時損失 22,079,740 

  資産除売却損 

臨時利益 

22,079,740 

3,282,585 

  資産売却益 3,282,585 

純行政コスト 4,665,249,344 

 

(1) 経常費用の概要 

経常費用は、令和４年度決算から２億７，９６２万４，６２８円増の５８億７，１６６万

１，１４７円です。うち、人件費や物件費などの業務費用が５８億４，８１１万１，３０４円 

で経常費用に占める割合は９９．６％です。また、補助金など外部へ支出される移転費用

が２，３５４万９，８４３円で経常費用に占める割合は０．４％です。 

なお、減価償却費は８億１，２７５万３，４６７円計上され、経常費用のうち１３．８％を
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占めています。 

 

(2) 経常収益の概要 

経常収益は、令和４年度決算から９，７６２万３，７７３円増の１２億２，５２０万 

８，９５８円です。 

経常収支比率は２０．９％となっています。この数字は、将来的には受益者負担が適正

かどうかを検討する場合、材料のひとつとして使用することが考えられます。 

 

(3) 純行政コストの概要 

純行政コストは、令和４年度決算から２億３７６万４，４２０円増となる４６億 

６，５２４万９，３４４円です。この純行政コストに対してどのような財源を調達したか

については、純資産変動計算書で表されます。 

 

(4) 行政コスト計算書からわかること 

本組合の業務は、し尿、ごみ処理施設、養護老人ホームの管理運営及び広域消防業務等

といった直接的な行政サービスであるため、経常費用のほぼ全額が業務費用を占める割合

となっています。 

 

～用語解説～ 

経常費用････････････毎会計年度、経常的に発生する費用をいい、「業務費用」及び

「移転費用」に分類して表示します。 

業務費用････････････業務費用は、「人件費」、「物件費等」及び「その他の業務費

用」に分類して表示します。 

人件費･･････････････職員給与費や賞与等引当金繰入額、退職手当引当金繰入額など

をいいます。 

物件費等････････････職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費（消費的性質）、施設

等の維持修繕にかかる経費や減価償却費などです。 

その他の業務費用････上記以外の業務費用をいい、支払利息、徴収不能引当金繰入額

などが該当します。 

移転費用････････････住民への補助金や生活保護費などの社会保障費、特別会計への

資金移動などをいいます。 

経常収益････････････毎会計年度、経常的に発生する収益をいい、「使用料及び手数

料」及び「その他」に分類して表示します。 

使用料及び手数料････財・サービスの対価として使用料・手数料の形で徴収する金銭

をいいます。 

その他･･････････････過料、預金利子など上記以外の経常収益をいいます。 

臨時損失及び臨時利益 

臨時損失･･････････資産除売却損など、臨時に発生する費用をいいます。 

臨時利益･･････････資産売却益など、臨時に発生する収益をいいます。 
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３ 純資産変動計算書（令和５年４月１日～令和６年３月３１日） 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が、１年間でどのような要因で増減したかを表

すもので、本年度末純資産残高は貸借対照表の純資産合計と一致します。 

行政コスト計算書には計上されていない、市町分担金及び国県等補助金が、本表の財源に

計上されています。また、「純行政コスト」の額は、行政コスト計算書の純行政コスト（「経常

費用－経常収益＋臨時損失－臨時収益」）の金額と一致します（純資産変動計算書上はマイナ

ス要因です）。 

 

 （単位：円） 

科目名 金額 

前年度末純資産残高 8,898,741,776 

  純行政コスト（△） △ 4,665,249,344 

  財源 4,996,449,278 

    税収等 (市町分担金) 4,995,756,278 

    国県等補助金 693,000 

  本年度差額 331,199,934 

  固定資産等の変動（内部変動）  

  資産評価差額 - 

  無償所管換等 - 

  比例連結割合変更に伴う差額 5,039,742 

  その他 - 

  本年度純資産変動額 336,239,676 

本年度末純資産残高 9,234,981,452 

※純行政コストは純資産の減少要因のため、純資産変動計算書ではマイナ

ス表記となります。 

 

(1) 純資産変動計算書の概要 

行政コスト計算書で計算された純行政コスト４６億６，５２４万９，３４４円に対して、

財源が４９億９，６４４万９，２７８円です。純行政コストとの差額は３億３，１１９万

９，９３４円となっています。 

 

(2) 純資産変動計算書からわかること 

純行政コストの金額に対して、税収及び国の補助金等受入の金額がどの程度あるかを見

ることにより、受益者負担以外の財源によりどの程度賄われているかを把握することがで

きます。財源と純行政コストとの差額は３億３，１１９万９，９３４円のプラスです。プ

ラスであれば、現世代の負担によって将来世代も利用可能な資源を貯蓄したことを意味す

る一方、マイナスであれば、将来世代が利用可能な資源を現世代が消費して便益を享受し

ていることを表示しています。 

 

～用語解説～ 

前年度末純資産残高･･前年度末の純資産の額（前年度貸借対照表と一致） 

純行政コスト････････行政活動に係る費用のうち、人的サービスや給付サービスなど

資産形成につながらない行政サービスに係る費用から、使用料な

どの収益を差し引いたものです。 
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財源 

税収等････････････地方税、地方交付税、地方譲与税などです。本組合の場合は、

市町分担金、地方交付税措置などです。 

国県等補助金･･････国庫支出金及び都道府県支出金などです。 

資産評価差額･･････有価証券等の評価差額です。 

無償所管替等･･････無償で譲渡または取得した固定資産の評価額などです。 

その他････････････上記以外の純資産の変動です。 

 

４ 資金収支計算書（令和５年４月１日～令和６年３月３１日） 

資金収支計算書は、単年度の資金の収支を表し、１年間の資金の増減を、業務活動収支・

投資活動収支・財務活動収支の３区分に分け、どのような活動に資金が必要であったかを示

しています。また、本年度末現金預金残高は、貸借対照表の流動資産の現金預金の金額と一

致します。 

業務活動収支は、日常の行政サービスを行う上での収支を表しています。投資活動収支は、資

産形成に関する収支を言います。財務活動収支とは、地方債等の借入や償還に関する収支を

言います。 

 （単位：円） 

科目名 金額 

【業務活動収支】 1,295,489,253 

  業務支出 4,902,872,278 

  業務収入 6,198,361,531 

  臨時支出 - 

  臨時収入 - 

【投資活動収支】 △ 1,311,193,705 

  投資活動支出 1,440,805,070 

  投資活動収入 129,611,365 

【財務活動収支】 24,481,053 

  財務活動支出 757,618,947 

  財務活動収入 782,100,000 

本年度資金収支額 8,776,601 

前年度末資金残高 129,512,352 

比例連結割合変更に伴う差額 5,059,869 

本年度末資金残高 143,348,822 

前年度末歳計外現金残高 1,574,794 

本年度歳計外現金増減額 7,506,736 

本年度末歳計外現金残高 9,081,530 

本年度末現金預金残高 152,430,352 

 

(1) 資金収支計算書の概要 

業務活動収支において１２億９，５４８万９，２５３円のプラスとなっているのに対し、

投資活動収支は１３億１，１１９万３，７０５円のマイナスとなっています。 

投資活動支出のうち、１０億７，７００万２，４００円は公共施設等整備支出であり、

し尿受入施設整備事業や高機能消防指令センター総合整備事業等によるものです。 

財務活動収支は２，４４８万１，０５３円のプラスであり、これは、地方債発行収入の

７億８，２１０万円によるものです。 
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(2) 資金収支計算書からわかること 

  業務活動収支は、経常的な収入で、人件費・物件費等の経常的な活動のための支出を賄

えているかどうかを表しており、本組合においては財源の大部分が市町分担金のため、プ

ラスとなっています。 

  投資活動収支は投資的な活動に関する支出に対して、補助金や基金の取崩によってどれ

だけ充当したかを表しており、資産形成等が行われればマイナスになることが多くなりま

す。本年度については、し尿受入施設整備事業や高機能消防指令センター総合整備事業等

によりマイナスとなっています。 

財務活動収支は、本年度の地方債等の発行（収入）及び地方債等の償還（支出）の状況

を表しています。地方債等の発行額が償還額を上回る場合には財務活動収支がプラスとな

るため、本年度については、地方債の総額が増加したことを表しています。 
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参考資料

自治体名：置賜広域行政事務組合 会計：連結会計

貸借対照表(BS) （単位：円）

増減額 増減率

【資産の部】

  固定資産 17,284,071,717 16,805,069,751 479,001,966 2.9％

    有形固定資産 15,097,399,931 14,852,837,506 244,562,425 1.6％

      事業用資産 11,785,695,916 12,047,810,760 △ 262,114,844 △2.2％ 減価償却による減

        土地 2,162,825,360 2,162,823,360 2,000 0.0％

        立木竹 - - - 0.0％

        建物 13,947,237,505 13,947,237,505 0 0.0％

        建物減価償却累計額 △ 7,186,340,364 △ 6,766,461,980 △ 419,878,384 6.2％

        工作物 4,044,009,117 4,044,009,117 0 0.0％

        工作物減価償却累計額 △ 1,519,221,702 △ 1,401,469,242 △ 117,752,460 8.4％

        船舶 - - - 0.0％

        船舶減価償却累計額 - - - 0.0％

        浮標等 - - - 0.0％

        浮標等減価償却累計額 - - - 0.0％

        航空機 - - - 0.0％

        航空機減価償却累計額 - - - 0.0％

        その他 - - - 0.0％

        その他減価償却累計額 - - - 0.0％

        建設仮勘定 337,186,000 61,672,000 275,514,000 446.7％
し尿受入施設整備事業による増
(216,702,000円)

      インフラ資産 13,395,200 14,632,800 △ 1,237,600 △8.5％

        土地 - - - 0.0％

        建物 - - - 0.0％

        建物減価償却累計額 - - - 0.0％

        工作物 72,800,000 72,800,000 0 0.0％

        工作物減価償却累計額 △ 59,404,800 △ 58,167,200 △ 1,237,600 2.1％

        その他 - - - 0.0％

        その他減価償却累計額 - - - 0.0％

        建設仮勘定 - - - 0.0％

      物品 20,299,080,621 19,843,803,131 455,277,490 2.3％

      物品減価償却累計額 △ 17,000,771,806 △ 17,053,409,185 52,637,379 △0.3％

    無形固定資産 2,393,232 4,786,464 △ 2,393,232 △50.0％

      ソフトウェア 2,393,232 4,786,464 △ 2,393,232 △50.0％ 減価償却による減

      その他 - - - 0.0％

    投資その他の資産 2,184,278,554 1,947,445,781 236,832,773 12.2％

      投資及び出資金 - - - 0.0％

        有価証券 - - - 0.0％

        出資金 - - - 0.0％

        その他 - - - 0.0％

      長期延滞債権 216,311 227,372 △ 11,061 △4.9％

      長期貸付金 - - - 0.0％

      基金 2,184,062,789 1,947,219,227 236,843,562 12.2％
令和5年度分のうち、1,380,596,834円は
山形県市町村職員退職手当組合による
もの

        減債基金 - - - 0.0％

        その他 2,184,062,789 1,947,219,227 236,843,562 12.2％
増額分のうち、146,659,515円は山形県
市町村職員退職手当組合によるもの

      その他 - - - 0.0％

      徴収不能引当金 △ 546 △ 818 272 △33.3％

  流動資産 152,460,813 131,178,259 21,282,554 16.2％

    現金預金 152,430,352 131,087,146 21,343,206 16.3％ 地方債発行収入の増（資金収支計算書）

    未収金 30,680 92,500 △ 61,820 △66.8％

    短期貸付金 - - - 0.0％

    基金 - - - 0.0％

      財政調整基金 - - - 0.0％

      減債基金 - - - 0.0％

    棚卸資産 - - - 0.0％

    その他 - - - 0.0％

    徴収不能引当金 △ 219 △ 1,387 1,168 △84.2％

  繰延資産 - - - 0.0％

資産合計 17,436,532,530 16,936,248,010 500,284,520 3.0％

【負債の部】

  固定負債 7,347,158,109 7,116,298,559 230,859,550 3.2％

    地方債等 5,361,736,023 5,247,185,227 114,550,796 2.2％ 地方債発行による増

    長期未払金 - - - 0.0％

    退職手当引当金 1,975,618,886 1,852,868,532 122,750,354 6.6％

    損失補償等引当金 - - - 0.0％

    その他 9,803,200 16,244,800 △ 6,441,600 △39.7％
新規リース債務の減（流動負債/その他
もすべてリース債務である）

  流動負債 854,392,969 921,207,675 △ 66,814,706 △7.3％

    １年内償還予定地方債等 667,549,204 749,662,647 △ 82,113,443 △11.0％

    未払金 - - - 0.0％

    未払費用 - - - 0.0％

    前受金 - - - 0.0％

    前受収益 - - - 0.0％

    賞与等引当金 171,320,635 162,013,934 9,306,701 5.7％

    預り金 9,081,530 1,574,794 7,506,736 476.7％
預り金は給与に係る所得税及び住民税
等

財務諸表（経年比較）

科目名 令和５年度
前年比

増減のおもな事由令和４年度
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参考資料

増減額 増減率
科目名 令和５年度

前年比
増減のおもな事由令和４年度

    その他 6,441,600 7,956,300 △ 1,514,700 △19.0％

負債合計 8,201,551,078 8,037,506,234 164,044,844 2.0％

【純資産の部】

  固定資産等形成分 17,284,071,717 16,805,069,751 479,001,966 2.9％

  余剰分（不足分） △ 8,049,090,265 △ 7,906,327,975 △ 142,762,290 1.8％

  他団体出資等分 - - - 0.0％

純資産合計 9,234,981,452 8,898,741,776 336,239,676 3.8％

負債及び純資産合計 17,436,532,530 16,936,248,010 500,284,520 3.0％
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参考資料

自治体名：置賜広域行政事務組合 会計：連結会計

行政コスト計算書(PL) （単位：円）

増減額 増減率

  経常費用 5,871,661,147 5,592,036,519 279,624,628 5.0％

    業務費用 5,848,111,304 5,568,894,217 279,217,087 5.0％

      人件費 2,270,436,059 2,266,313,305 4,122,754 0.2％

        職員給与費 1,927,623,682 1,913,939,005 13,684,677 0.7％

        賞与等引当金繰入額 171,320,635 162,013,934 9,306,701 5.7％

        退職手当引当金繰入額 169,855,765 188,684,143 △ 18,828,378 △10.0％ 対象人数等の差によるもの

        その他 1,635,977 1,676,223 △ 40,246 △2.4％

      物件費等 3,562,616,119 3,284,594,032 278,022,087 8.5％

        物件費 1,927,859,568 1,872,092,674 55,766,894 3.0％
電算共同処理委託料の増（34,830,180
円)

        維持補修費 822,003,084 618,398,408 203,604,676 32.9％

長井クリーンセンター粗大ごみ処理施設
復旧工事の増(147,400,000円)及び千代
田クリーンセンター３号炉ボイラー水管
緊急補修工事の増(79,200,000円)

        減価償却費 812,753,467 794,102,950 18,650,517 2.3％
南陽やすらぎ荘の減価償却が開始した
ことによる増

        その他 - - - 0.0％

      その他の業務費用 15,059,126 17,986,880 △ 2,927,754 △16.3％

        支払利息 9,417,806 11,155,728 △ 1,737,922 △15.6％ 地方債償還による減

        徴収不能引当金繰入額 - 109 △ 109 100.0％

        その他 5,641,320 6,831,043 △ 1,189,723 △17.4％

    移転費用 23,549,843 23,142,302 407,541 1.8％

      補助金等 19,644,295 20,012,306 △ 368,011 △1.8％  人材育成事業参加者研修補助金の増（258,080円）

      社会保障給付 20,048 25,896 △ 5,848 △22.6％

      その他 3,885,500 3,104,100 781,400 25.2％
消防特別会計において公課費の増
（895,800円）

  経常収益 1,225,208,958 1,127,585,185 97,623,773 8.7％

    使用料及び手数料 902,742,346 951,167,539 △ 48,425,193 △5.1％ ごみ証紙収入の増（59,748,600円）

    その他 322,466,612 176,417,646 146,048,966 82.8％ 電力売払収入の増(163,922,373円)

純経常行政コスト 4,646,452,189 4,464,451,334 182,000,855 4.1％

  臨時損失 22,079,740 6,854,668 15,225,072 222.1％

    災害復旧事業費 - - - 0.0％

    資産除売却損 22,079,740 6,854,668 15,225,072 222.1％
旧高機能消防指令システム除却に伴う
増

    損失補償等引当金繰入額 - - - 0.0％

    その他 - - - 0.0％

  臨時利益 3,282,585 9,821,078 △ 6,538,493 △66.6％

    資産売却益 3,282,585 9,821,078 △ 6,538,493 △66.6％
令和5年度資産売却益については、全額
山形県市町村職員退職手当組合による
もの

    その他 - - - 0.0％

純行政コスト 4,665,249,344 4,461,484,924 203,764,420 4.6％

財務諸表（経年比較）

科目名 令和５年度
前年比

増減のおもな事由令和４年度
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参考資料

自治体名：置賜広域行政事務組合 会計：連結会計

純資産変動計算書(NW) （単位：円）

増減額 増減率

前年度末純資産残高 8,898,741,776 8,766,046,377 132,695,399 1.5％

  純行政コスト（△） △ 4,665,249,344 △ 4,461,484,924 △ 203,764,420 4.6％

  財源 4,996,449,278 4,589,432,811 407,016,467 8.9％

    税収等 4,995,756,278 4,588,739,811 407,016,467 8.9％ 市町分担金

    国県等補助金 693,000 693,000 0 0.0％
廃棄物処理施設モニタリング事業費補
助金

  本年度差額 331,199,934 127,947,887 203,252,047 158.9％

  固定資産等の変動（内部変動） - - - 0.0％

    （内部変動）_固定資産等形成分 479,001,965 △ 421,914,237 900,916,202 △213.5％

    （内部変動）_余剰分（不足分） △ 479,001,965 421,914,237 △ 900,916,202 △213.5％

    有形固定資産等の増加 - - - 0.0％

      固定資産の増加_固定資産等形成分 1,077,002,400 472,768,804 604,233,596 127.8％

      固定資産の増加_余剰分（不足分） △ 1,077,002,400 △ 472,768,804 △ 604,233,596 127.8％

    有形固定資産等の減少 - - - 0.0％

      固定資産の減少_固定資産等形成分 △ 834,833,207 △ 800,957,618 △ 33,875,589 4.2％

      固定資産の減少_余剰分（不足分） 834,833,207 800,957,618 33,875,589 4.2％

    貸付金・基金等の増加 - - - 0.0％

      貸付金・基金の増加_固定資産等形成分 363,862,613 43,242,023 320,620,590 741.5％

      貸付金・基金の増加_余剰分（不足分） △ 363,862,613 △ 43,242,023 △ 320,620,590 741.5％

    貸付金・基金等の減少 - - - 0.0％

      貸付金・基金の減少_固定資産等形成分 △ 127,029,841 △ 136,967,446 9,937,605 △7.3％

      貸付金・基金の減少_余剰分（不足分） 127,029,841 136,967,446 △ 9,937,605 △7.3％

  資産評価差額 - - - 0.0％

  無償所管換等 - △ 1,336,918 1,336,918 △100.0％
南陽やすらぎ荘の敷地の一部を市道用
地として南陽市へ譲渡したことによるも
の

  他団体出資等分の増加 - - - 0.0％

  他団体出資等分の減少 - - - 0.0％

  比例連結割合変更に伴う差額 5,039,742 6,084,430 △ 1,044,688 △17.2％
山形県市町村職員退職手当組合による
もの

  その他 - - - 0.0％

  本年度純資産変動額 336,239,676 132,695,399 203,544,277 153.4％

本年度末純資産残高 9,234,981,452 8,898,741,776 336,239,676 3.8％

変動分のうち、146,659,514円は、連結対
象団体である山形県市町村職員退職手
当組合によるもの

変動分については、千代田クリーンセン
ター３号炉ボイラー水管緊急補修工事等
によるもの。

財務諸表（経年比較）

科目名 令和５年度
前年比

増減のおもな事由令和４年度

変動分については、減価償却及び資産
除売却損によるもの

変動分については、し尿受入施設整備
事業、高機能消防指令センター総合整
備事業等によるもの
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参考資料

自治体名：置賜広域行政事務組合 会計：連結会計

資金収支計算書(CF) （単位：円）

増減額 増減率

【業務活動収支】

  業務支出 4,902,872,278 4,763,752,899 139,119,379 2.9％

    業務費用支出 4,879,322,435 4,740,610,597 138,711,838 2.9％

      人件費支出 2,114,400,657 2,232,132,744 △ 117,732,087 △5.3％

      物件費等支出 2,749,862,652 2,490,491,082 259,371,570 10.4％ 維持補修費の増(206,733,269円)

      支払利息支出 9,417,806 11,155,728 △ 1,737,922 △15.6％ 地方債償還による減

      その他の支出 5,641,320 6,831,043 △ 1,189,723 △17.4％

    移転費用支出 23,549,843 23,142,302 407,541 1.8％

      補助金等支出 19,644,295 20,012,306 △ 368,011 △1.8％

      社会保障給付支出 20,048 25,896 △ 5,848 △22.6％ 養護老人ホーム入所者への扶助費

      その他の支出 3,885,500 3,104,100 781,400 25.2％
消防特別会計において公課費の増
（895,800円）

  業務収入 6,198,361,531 5,684,352,924 514,008,607 9.0％

    税収等収入 4,995,756,278 4,588,739,811 407,016,467 8.9％ 市町分担金

    国県等補助金収入 693,000 693,000 0 0.0％
廃棄物処理施設モニタリング事業費補
助金

    使用料及び手数料収入 902,815,227 951,207,539 △ 48,392,312 △5.1％ ごみ証紙手数料の増（59,748,600円）

    その他の収入 299,097,026 143,712,574 155,384,452 108.1％ 電力売払収入の増(163,922,373円)

  臨時支出 - - - 0.0％

    災害復旧事業費支出 - - - 0.0％

    その他の支出 - - - 0.0％

  臨時収入 - - - 0.0％

業務活動収支 1,295,489,253 920,600,025 374,889,228 40.7％

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,440,805,070 496,653,527 944,151,543 190.1％

    公共施設等整備費支出 1,077,002,400 453,628,804 623,373,596 137.4％

し尿受入施設整備事業による増
(216,702,000円)及び高機能消防指令セ
ンター総合整備事業による増
(782,045,000円)

    基金積立金支出 363,802,670 43,024,723 320,777,947 745.6％
基金積立金の増（205,821,913円）及び山
形県市町村職員退職手当組合による増
（114,956,034円）

    投資及び出資金支出 - - - 0.0％

    貸付金支出 - - - 0.0％

    その他の支出 - - - 0.0％

  投資活動収入 129,611,365 146,788,415 △ 17,177,050 △11.7％

    国県等補助金収入 - - - 0.0％

    基金取崩収入 126,328,780 136,967,337 △ 10,638,557 △7.8％
広域交流拠点施設整備事業による減
（△82,694,000円）

    貸付金元金回収収入 - - - 0.0％

    資産売却収入 3,282,585 9,821,078 △ 6,538,493 △66.6％
令和５年度資産売却収入については、全
額山形県市町村職員退職手当組合によ
るもの

    その他の収入 - - - 0.0％

投資活動収支 △ 1,311,193,705 △ 349,865,112 △ 961,328,593 274.8％

【財務活動収支】

  財務活動支出 757,618,947 740,346,289 17,272,658 2.3％

    地方債償還支出 749,662,647 732,698,849 16,963,798 2.3％

    その他の支出 7,956,300 7,647,440 308,860 4.0％

  財務活動収入 782,100,000 151,400,000 630,700,000 416.6％

    地方債発行収入 782,100,000 151,400,000 630,700,000 416.6％

    その他の収入 - - - 0.0％

財務活動収支 24,481,053 △ 588,946,289 613,427,342 △104.2％

本年度資金収支額 8,776,601 △ 18,211,376 26,987,977 △148.2％

前年度末資金残高 129,512,352 141,616,540 △ 12,104,188 △8.5％

比例連結割合変更に伴う差額 5,059,869 6,107,188 △ 1,047,319 △17.1％

本年度末資金残高 143,348,822 129,512,352 13,836,470 10.7％

前年度末歳計外現金残高 1,574,794 473,824 1,100,970 232.4％

本年度歳計外現金増減額 7,506,736 1,100,970 6,405,766 581.8％

本年度末歳計外現金残高 9,081,530 1,574,794 7,506,736 476.7％

本年度末現金預金残高 152,430,352 131,087,146 21,343,206 16.3％

財務諸表（経年比較）

科目名 令和５年度
前年比

増減のおもな事由令和４年度
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